
大仙市総合評価落札方式に関する運用基準大仙市総合評価落札方式に関する運用基準大仙市総合評価落札方式に関する運用基準大仙市総合評価落札方式に関する運用基準

（趣旨）

第１ この基準は、大仙市総合評価落札方式試行要綱（平成２２年５月１０日決裁。以下

「試行要綱」という。）の実施にあたり、必要な事項を定めるものとする。

（工事選定の目安）

第２ 総合評価落札方式による工事は、試行要綱第３条第１項に規定する工事のうち、一

般土木工事、建築一式工事、舗装工事及び水道施設工事の場合は、それぞれ次の設計金

額の範囲を目安に選定するものとする。

（１）簡易型 7,000千円以上の補助事業工事及び20,000千円以上の工事

（２）地域維持型 2,500千円以上20,000千円未満の工事（ただし補助事業を除く）

（３）施工計画型、技術提案型 特に必要と認められる工事

（価格評価点の算出方法）

第３ 価格評価点は、予定価格と調査基準価格（変動型最低制限価格を適用する工事にあ

っては、変動型最低制限価格とする。）との関係から、次式により算定する。

ア）入札価格≧調査基準価格の場合

価格評価点 ＝（１００－Ｘ）×（１－入札価格／予定価格）

イ）入札価格＜調査基準価格の場合

価格評価点 ＝（１００－Ｘ）×｛（１－調査基準価格／予定価格）

＋０.５（調査基準価格－入札価格）／予定価格｝

ア）、イ）式において、 Ｘは技術評価点の配点（最高点）

（技術評価点の配点及び算定方法）

第４ 簡易型、地域維持型及び施工計画型についての技術評価項目は、実績等評価項目の

みとし、技術評価点の配点は次のとおりとする。１・簡 易 型 ： 技術評価点＝ Ｂ２・地域維持型 ： 技術評価点＝ Ｂ１ ３・施工計画型 ： 技術評価点＝ Ｂ ＋Ｂ

（１）実績等評価項目Ｂ については、次に定める金額の区分に応じ、以下のとおりとする。１
ア）設計金額１億円未満 ２０点

イ）設計金額１億円以上２億円未満 １５点

ウ）設計金額２億円以上 １０点

（２）実績等評価項目Ｂ １０点２
（３）施工計画Ｂ ・１項目 ５点３

・２項目 １０点



２ 実績等評価項目における技術評価点は、次条の評価項目及び評価基準に基づいて算出

した点数の合計を加算点とし、次の式により圧縮補正を行い算定する。施工計画Ｂ につ３
いては、圧縮補正を行わない。

実績等評価分に係る配点

技術評価点＝実績等評価分に係る加算点×

実績等評価分に係る基準配点の合計

（技術評価項目及び評価基準）

第５ 簡易型及び地域維持型を適用する工事の評価項目及び評価基準については、「大仙

市総合評価落札方式運用の手引き（案）」によるものとする。

２ 実績等評価項目及び技術提案、簡易な施工計画に関する運用事項の詳細については、

「大仙市総合評価落札方式運用の手引き（案）」のとおりとする。また、それ以外の事

項については、「秋田県総合評価落札方式運用の手引き」を準用するものとする。

（技術資料の提出様式）

第６ 入札参加資格確認申請時に提出を求める技術資料の様式は、次によるものとする。

（１）簡易型 大仙市総合評価落札方式簡易型「技術資料」様式

（２）地域維持型 大仙市総合評価落札方式地域維持型「技術資料」様式

（３）施工計画型 大仙市総合評価落札方式施工計画型「技術資料」様式

（技術資料の審査）

第７ 技術資料の審査は、次に定める区分に応じ、以下の部署で行うものとする。

（１）簡易型 建設部都市管理課

（２）地域維持型 総務部契約検査課

（３）施工計画型 技術審査委員会

（技術審査委員会）

第8 技術提案及び簡易な施工計画において発注担当課は、技術審査委員会の委員長及び委

員を選任し、技術審査委員会を組織する。

２ 技術審査委員長及び委員は技術審査委員会を開催し、評価方式及び評価項目、評価方

法、その他必要な基準を審議する。この場合において、２名以上の学識経験者の意見を聞

かなければならない。



３ 入札契約担当課は、入札参加希望者から競争参加資格確認申請書と併せて技術提案書

及び簡易な施工計画書が提出されたときは受付け、速やかに技術審査委員会に送付する。

技術審査委員会は、評価方式及び評価項目、評価方法、その他必要な基準を評価するとと

もに、総合評価の技術評価点を確定するものとする。この場合において、改めて意見を聞

く必要があるとの意見が述べられたときには、２名以上の学識経験者の意見を聞かなけれ

ばならない。

また、必要に応じて、提案者から提案内容についてのヒアリングを行うものとする。

附 則

この基準は、平成１９年７月１日から施行する。

附 則

この基準は、平成２０年４月１日から施行する。

附 則

この基準は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則

この基準は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則

この基準は、平成２２年５月１０日から施行する。

附 則

この基準は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則

この基準は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則

この基準は、平成２５年５月１０日から施行する。

附 則

この基準は、平成２８年９月１日から施行する。


